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平成 26 年５月 16 日 

各 位 

会 社 名 株式会社高見沢サイバネティックス 

代表者名 代表取締役社長 髙見澤 和夫 

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード６４２４） 

問合せ先 取締役財務経理本部長 中村 叔寛 

 （ＴＥＬ．０３－３２２７－３３６１） 

 

 

（訂正）平成 26 年 3 月期 決算短信〔日本基準〕(連結) の一部訂正について 
 

 

当社は、平成 26 年５月 15 日に発表いたしました「平成 26 年 3 月期 決算短信〔日本基準〕(連結)」

について訂正がありましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、数値データについては、訂正はありません。 

※訂正箇所には下線を付しております。 

 

 

記 

 

 

訂正の内容 
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【訂正前】 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

 

【訂正後】 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、

退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給

付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識

数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。 

 退職給付会計基準の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に

係る調整累計額に加減しております。 

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が2,220,373千円計上されるととも

に、その他の包括利益累計額が55,829千円減少しております。 

 なお、１株当たり純資産額は6.21円減少しております。 
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（追加情報） 

 当社及び連結子会社は従来、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しておりましたが、役員退職慰労金制度を廃止することとし、当社は平成 25 年６月 27 日、連結

子会社は平成 25 年５月 31 日開催の定時株主総会において慰労金の打切り支給議案が承認可決されま

した。これにより、当期において「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未払い分

については、流動負債の「その他」及び固定負債の「長期未払金」として表示しております。 

 

添付資料 17 ページ 

【訂正前】 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 26,975 3 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 26,975 利益剰余金 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 

 

【訂正後】 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 26,975 3 平成25年３月31日 平成25年６月28日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 26,975 利益剰余金 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 

 

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

Ⅰ 前連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

当連結グループは、電子制御機器の製造販売及びこれら付随業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

当連結グループは、電子制御機器の製造販売及びこれら付随業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。 

 

 

以 上 


